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（目的） 

第１条 この規程は、職員の退職金に関する事項を定める。 

（適用範囲） 

第２条 退職金は、専任職員として１年以上勤続した者が退職した場合に、支給する。ただ

し、就業規則第45条第６号による懲戒解雇となった者には、支給しない。 

２ 本人死亡の場合には、その遺族に支給する。 

３ 前項に規定する遺族は、国家公務員等退職手当法第11条に準じて理事会が決める。 

（退職金額） 

第３条 退職金は、退職当時の俸給に勤続期間及び別表の勤続期間に応じた支給率を乗じた

額とする。ただし、勤続期間は40年をもって打切る。 

（退職金の加給） 

第４条 次の各号の一に該当する場合は、前条の規定により得た額に次の率を乗じた額を加

給する。 

(1) 死亡退職した時 30％ 

(2) 業務上の傷病により死亡又は退職した時 50％ 

(3) 止むを得ない業務上の都合により退職した時 50％ 

２ 10年以上勤務し、就業規則施行細則第４条の規定により退職する場合は、次の率を乗

じた額を加給する。 

(1) 定年の５年前に退職した時 50％ 

(2) 〃  ４年前 〃     40％ 

(3) 〃  ３年前 〃     30％ 

(4) 〃  ２年前 〃     20％ 

(5) 〃  １年前 〃     10％ 

（期間計算） 

第５条 勤続期間は、就職から退職までの期間とする。 

２ 勤続期間の計算において、１カ年未満の端数は月割とし、１カ月未満の端数は１カ月と

する。 

（支給日） 

第６条 退職金は、退職の日から１カ月以内に支給するものとする。 

（功労金） 

第７条 在職中、特に功労のあったものに対しては、理事会の議を経て、功労金を支給する
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ことができる。 

附 則 

１ この規程は、昭和45年４月１日から施行する。 

２ 昭和46年３月31日に定年退職するものの退職金の計算については、なお昭和40年４月

28日施行の学校法人神奈川大学給与規程第６章を適用する。 

附 則（昭和49年４月22日規程第49号） 

この規程は、昭和49年４月22日から施行し、昭和49年３月１日から適用する。 

附 則（昭和55年２月25日規程第110号） 

この規程は、昭和55年２月25日から施行する。ただし、第７条の（功労金）については、

当分の間適用を保留する。 

附 則（平成12年10月６日規程第550号） 

１ この規程は、平成12年10月６日から施行し、平成12年８月31日から適用する。 

２ 平成12年度定年（含む、定年扱い）退職者については、経過措置として退職金規程第

３条の規定により得た額に15％乗じた額を加給する。 

附 則（令和元年12月５日規程第1198号） 

この規程は、令和元年12月５日から施行する。 

別表（支給率表） 

勤続期間 支給率 勤続期間 支給率 勤続期間 支給率 勤続期間 支給率 

1年以上 0.8 11年以上 1.1 21年以上 1.3 31年以上 1.6 

2〃 0.9 12〃 1.1 22〃 1.3 32〃 1.6 

3〃 1.0 13〃 1.1 23〃 1.3 33〃 1.6 

4〃 1.0 14〃 1.1 24〃 1.3 34〃 1.6 

5〃 1.0 15〃 1.2 25〃 1.5 35〃 1.7 

6〃 1.0 16〃 1.2 26〃 1.5 36〃 1.7 

7〃 1.0 17〃 1.2 27〃 1.5 37〃 1.7 

8〃 1.0 18〃 1.2 28〃 1.5 38〃 1.7 

9〃 1.0 19〃 1.2 29〃 1.5 39〃 1.7 

10〃 1.1 20〃 1.3 30〃 1.6 40〃 1.7 

 


